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⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働
時間の規制から外す高度プロフェッショナル制度を導入します
正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては
同じ⽔準の賃⾦を⽀払う「同⼀労働同⼀賃⾦」
保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ
となどが盛り込まれました。

6 月

「主な
①時間外労働の上限規制
（大企業
・時間外労働の上限を原則、月
（休日労働は含まれません）

臨時で特別な事情がある場合は、年間
れ、
も 80

・年間では、
・上限を超えた場合、罰則の対象となり、使用者に

下の罰⾦に処せられます。
 
②高度プロフェッショナル制度の導入
・⼀定⽔準以上の給与（

働者を対象に、
仕組みです。

・制度が適用されると
・健康を確保する為、

けられ
 
③同⼀労働同⼀賃⾦の適用
（大企業
・正社員や非正規等雇用形態に関係なく、

更の範囲に応じて賃⾦を決めます。
・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与

その他の待遇それぞれについて、差別的な取扱いが禁止されます。
・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労

働者にも、利用の機会を与えなければなりません。
 
④有給休暇の確実な取得
・10

務付け
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⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働
時間の規制から外す高度プロフェッショナル制度を導入します
正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては
同じ⽔準の賃⾦を⽀払う「同⼀労働同⼀賃⾦」
保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ
となどが盛り込まれました。

月 29 日

主な概要」 
時間外労働の上限規制

（大企業 2019 年
時間外労働の上限を原則、月

（休日労働は含まれません）
臨時で特別な事情がある場合は、年間
れ、休日労働含め月

80 時間が上限となります
年間では、休日労働を除き

・上限を超えた場合、罰則の対象となり、使用者に
下の罰⾦に処せられます。

②高度プロフェッショナル制度の導入
⼀定⽔準以上の給与（
働者を対象に、
仕組みです。 

・制度が適用されると
・健康を確保する為、

けられるなど、導入にあたっては、その他⼀定の要件を満たす必要があります

③同⼀労働同⼀賃⾦の適用
大企業 2020 年

・正社員や非正規等雇用形態に関係なく、
更の範囲に応じて賃⾦を決めます。

・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与
その他の待遇それぞれについて、差別的な取扱いが禁止されます。

・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労
働者にも、利用の機会を与えなければなりません。

有給休暇の確実な取得
10 日以上の有給休暇が付与される労働者に対し、うち
務付けられます。
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⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働
時間の規制から外す高度プロフェッショナル制度を導入します
正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては
同じ⽔準の賃⾦を⽀払う「同⼀労働同⼀賃⾦」
保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ
となどが盛り込まれました。

日に働き⽅改⾰関連法案が成⽴しました

 
時間外労働の上限規制 

年 4 月 1 日、中小企業
時間外労働の上限を原則、月

（休日労働は含まれません） 
臨時で特別な事情がある場合は、年間

休日労働含め月 100 時間未満、連続する
が上限となります
休日労働を除き

・上限を超えた場合、罰則の対象となり、使用者に
下の罰⾦に処せられます。 

②高度プロフェッショナル制度の導入
⼀定⽔準以上の給与（1,075
働者を対象に、働いた時間ではなく成果で評価するとして労働時間の規制から外す

 
・制度が適用されると時間外・休日・深夜労働の割増賃⾦は適用除外
・健康を確保する為、年間 104

など、導入にあたっては、その他⼀定の要件を満たす必要があります

③同⼀労働同⼀賃⾦の適用 
年 4 月 1 日、中小企業

・正社員や非正規等雇用形態に関係なく、
更の範囲に応じて賃⾦を決めます。

・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与
その他の待遇それぞれについて、差別的な取扱いが禁止されます。

・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労
働者にも、利用の機会を与えなければなりません。

有給休暇の確実な取得（2019
日以上の有給休暇が付与される労働者に対し、うち

ます。 

-co.jp  E-mail
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⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働
時間の規制から外す高度プロフェッショナル制度を導入します
正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては
同じ⽔準の賃⾦を⽀払う「同⼀労働同⼀賃⾦」
保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ
となどが盛り込まれました。 

働き⽅改⾰関連法案が成⽴しました

日、中小企業 2020
時間外労働の上限を原則、月 45 時間・年間

 
臨時で特別な事情がある場合は、年間 6

時間未満、連続する
が上限となります。 
休日労働を除き 720 時間が上限となりま

・上限を超えた場合、罰則の対象となり、使用者に
 

②高度プロフェッショナル制度の導入（
1,075 万程度）が⽀払われる高度の専門業務等に従事する労

働いた時間ではなく成果で評価するとして労働時間の規制から外す

時間外・休日・深夜労働の割増賃⾦は適用除外
104 日以上、4

など、導入にあたっては、その他⼀定の要件を満たす必要があります

、中小企業 2021
・正社員や非正規等雇用形態に関係なく、

更の範囲に応じて賃⾦を決めます。 
・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与

その他の待遇それぞれについて、差別的な取扱いが禁止されます。
・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労

働者にも、利用の機会を与えなければなりません。

2019 年 4 月
日以上の有給休暇が付与される労働者に対し、うち

mail：sato@sato
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⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働
時間の規制から外す高度プロフェッショナル制度を導入します
正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては
同じ⽔準の賃⾦を⽀払う「同⼀労働同⼀賃⾦」の実現や、労働者の健康を確
保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ

働き⽅改⾰関連法案が成⽴しました

2020 年 4 月
時間・年間 360 時間とします

6 か月まではさらなる時間外労働が認めら
時間未満、連続する 2 か月〜

が上限となりま
・上限を超えた場合、罰則の対象となり、使用者に 6

（2019 年 4
万程度）が⽀払われる高度の専門業務等に従事する労

働いた時間ではなく成果で評価するとして労働時間の規制から外す

時間外・休日・深夜労働の割増賃⾦は適用除外
4 週 4 日以上の休日を確保

など、導入にあたっては、その他⼀定の要件を満たす必要があります

2021 年 4 月
・正社員や非正規等雇用形態に関係なく、業務内容、責任の程度及びそれらの変

 
・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与

その他の待遇それぞれについて、差別的な取扱いが禁止されます。
・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労

働者にも、利用の機会を与えなければなりません。

月 1 日開始）
日以上の有給休暇が付与される労働者に対し、うち

sato@sato-co.jp 
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⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働
時間の規制から外す高度プロフェッショナル制度を導入します
正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては

の実現や、労働者の健康を確
保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ

働き⽅改⾰関連法案が成⽴しました

月 1 日導入）
時間とします。

か月まではさらなる時間外労働が認めら
か月〜6 か月のいずれの期間平均

が上限となります。 
6 か月以下の懲役又は

4 月 1 日開始）
万程度）が⽀払われる高度の専門業務等に従事する労

働いた時間ではなく成果で評価するとして労働時間の規制から外す

時間外・休日・深夜労働の割増賃⾦は適用除外
日以上の休日を確保

など、導入にあたっては、その他⼀定の要件を満たす必要があります

月 1 日導入）
業務内容、責任の程度及びそれらの変

・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与
その他の待遇それぞれについて、差別的な取扱いが禁止されます。

・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労
働者にも、利用の機会を与えなければなりません。(配慮義務から義務に改正

日開始） 
日以上の有給休暇が付与される労働者に対し、うち 5 日の取得を企業に義
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⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働
時間の規制から外す高度プロフェッショナル制度を導入します。 
正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては

の実現や、労働者の健康を確
保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ

働き⽅改⾰関連法案が成⽴しました

日導入） 
。 

か月まではさらなる時間外労働が認めら
か月のいずれの期間平均

か月以下の懲役又は 30

日開始） 
万程度）が⽀払われる高度の専門業務等に従事する労

働いた時間ではなく成果で評価するとして労働時間の規制から外す

時間外・休日・深夜労働の割増賃⾦は適用除外となります。
日以上の休日を確保することを義務付

など、導入にあたっては、その他⼀定の要件を満たす必要があります

導入） 
業務内容、責任の程度及びそれらの変

・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与
その他の待遇それぞれについて、差別的な取扱いが禁止されます。 

・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労
配慮義務から義務に改正

の取得を企業に義

 

                                        

    

⻑時間労働を是正する為「時間外労働の上限規制」が盛り込まれた⼀⽅、労
働規制を緩和する新たな仕組みとして、高収入の⼀部の専門職を対象に労働

正社員と非正規労働者の待遇の差をなくすため、同じ内容の仕事に対しては
の実現や、労働者の健康を確

保する為客観的な記録等による労働時間の把握を全ての企業に義務付けるこ

働き⽅改⾰関連法案が成⽴しました 

か月まではさらなる時間外労働が認めら
か月のいずれの期間平均

30 万円以

万程度）が⽀払われる高度の専門業務等に従事する労
働いた時間ではなく成果で評価するとして労働時間の規制から外す

となります。 
することを義務付

など、導入にあたっては、その他⼀定の要件を満たす必要があります。 

業務内容、責任の程度及びそれらの変

・通常の労働者と同視すべき短時間・有期契約労働者については、基本給、賞与

・福利厚⽣施設（給⾷施設、休憩室、更⾐室）については、短時間・有期契約労
配慮義務から義務に改正) 

の取得を企業に義

 

                                         

 

7 月の社会保険労務と税務

7 月 10 日

○源泉徴収税額・住⺠税特別徴収
税額の納付

○労働保険概算・確定保険料・⼀
般拠出⾦の申告書提出、納付

○健康保険、厚⽣年⾦保険報酬月
額算定基礎届の提出

○労働保険⼀括有期事業開始届の
提出 

 
7 月 31 日
○健康保険・厚⽣年⾦の保険料納

付 
○外国人雇用状況の届出

  

2018
（

CONTENTS

■働き⽅改⾰関連法案成⽴
 
■助成⾦情報
 
■労働時間を適正に把握していま

すか？ ························
■内定通知を出したら労働契約成

⽴するの？
■人事労務ニュース
 
■サトーからのお願い

公式 Facebook

  

月の社会保険労務と税務

日 

源泉徴収税額・住⺠税特別徴収
税額の納付 
労働保険概算・確定保険料・⼀
般拠出⾦の申告書提出、納付

○健康保険、厚⽣年⾦保険報酬月
額算定基礎届の提出 

○労働保険⼀括有期事業開始届の

日 
健康保険・厚⽣年⾦の保険料納

外国人雇用状況の届出
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○労働保険⼀括有期事業開始届の

健康保険・厚⽣年⾦の保険料納
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助成⾦情報

雇入れ日において①
して新たに雇用する事業主に支給します。

S NEWS LETTER

 http://www.sato
 

助成⾦情報 

対象となる⻑期不安定雇用者は下記の①
雇入れ日において①
して新たに雇用する事業主に支給します。

支給額：対象期間を
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対象となる⻑期不安定雇用者は下記の①
雇入れ日において①~④の全てに該当する⽅をハローワーク⼜は⺠間の職業紹介事業者等の紹介により
して新たに雇用する事業主に支給します。

支給額：対象期間を 6 か月ごとに区分し一定額を支給します。

就職氷河期に就職の機会を逃したこと等
繰り返す方を正規雇用労働者として雇入れる

-co.jp  E-mail

対象となる⻑期不安定雇用者は下記の①
④の全てに該当する⽅をハローワーク⼜は⺠間の職業紹介事業者等の紹介により

して新たに雇用する事業主に支給します。

か月ごとに区分し一定額を支給します。

就職氷河期に就職の機会を逃したこと等
繰り返す方を正規雇用労働者として雇入れる

mail：sato@sato

対象となる⻑期不安定雇用者は下記の①~
④の全てに該当する⽅をハローワーク⼜は⺠間の職業紹介事業者等の紹介により

して新たに雇用する事業主に支給します。 

か月ごとに区分し一定額を支給します。

就職氷河期に就職の機会を逃したこと等
繰り返す方を正規雇用労働者として雇入れる
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~④に全てあてはまる⽅が対象です。
④の全てに該当する⽅をハローワーク⼜は⺠間の職業紹介事業者等の紹介により

か月ごとに区分し一定額を支給します。

就職氷河期に就職の機会を逃したこと等が原因で
繰り返す方を正規雇用労働者として雇入れる

  

④に全てあてはまる⽅が対象です。
④の全てに該当する⽅をハローワーク⼜は⺠間の職業紹介事業者等の紹介により

か月ごとに区分し一定額を支給します。 

が原因で⻑期にわたり不安定雇用を
繰り返す方を正規雇用労働者として雇入れる事業主に対して支給されます

 

 

④に全てあてはまる⽅が対象です。
④の全てに該当する⽅をハローワーク⼜は⺠間の職業紹介事業者等の紹介により

⻑期にわたり不安定雇用を
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④に全てあてはまる⽅が対象です。 
④の全てに該当する⽅をハローワーク⼜は⺠間の職業紹介事業者等の紹介により正規雇用労働者

⻑期にわたり不安定雇用を
に対して支給されます。 

正規雇用労働者

⻑期にわたり不安定雇用を
 

 

2 

正規雇用労働者と

 

 



SATO’S

 

 

 

 

 

 

 

 
平成
監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明
しており、⻑時間労働や賃⾦未払いの問題が⽣じています。
 
・使用者には、労働時間を適正に把握する責務があります。
 労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に

従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。
 ①使用者の指⽰により

 ②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい

③

 
・労働時間の適正な把握を⾏う為に講ずべき措置
 使用者は、労働者の

記録する⽅法としては以下①又は②の⽅法によることが必要です
①使用者が
②タイムカード、ＩＣカード、ＰＣの使用時間の記録等の

 ※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
 ・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

 ・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
 ・自己申告により把握した時間と入退場記録、

 ・自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる

 ・労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じないこと
  

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か

 
・賃⾦台帳の適正な
 使用者は賃⾦台帳を作成し労働者ごとに

適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により
⾦に処されることがあります。

 
・労働時間の記録に関する書類の保存
 使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基
準法に基づき、
 
・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
働時間管理上の問題点を把握し、その解消を図ることが必要です。
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平成 29 年 1 月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準
監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明
しており、⻑時間労働や賃⾦未払いの問題が⽣じています。

・使用者には、労働時間を適正に把握する責務があります。
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。
①使用者の指⽰により

った時間。
②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい

ない状態で待機等している時間
③参加することが業務上義務

ていた時間

・労働時間の適正な把握を⾏う為に講ずべき措置
使用者は、労働者の
記録する⽅法としては以下①又は②の⽅法によることが必要です
①使用者が自ら現認することにより確認
②タイムカード、ＩＣカード、ＰＣの使用時間の記録等の
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

⾏うこと。
・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
・自己申告により把握した時間と入退場記録、

要に応じて実態調査を⾏い、所要の労働時間の補正を⾏うこと。
・自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる

正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合
には労働時間として扱うこと。

・労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じないこと
  自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用

がなされることのないよう、特に留意が必要です。
※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か

らの調査、
で、出勤簿には始業・終業時刻の記載と残業時間等の

・賃⾦台帳の適正な
使用者は賃⾦台帳を作成し労働者ごとに
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により
⾦に処されることがあります。

・労働時間の記録に関する書類の保存
使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

準法に基づき、

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
働時間管理上の問題点を把握し、その解消を図ることが必要です。
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月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準
監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明
しており、⻑時間労働や賃⾦未払いの問題が⽣じています。

・使用者には、労働時間を適正に把握する責務があります。
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。
①使用者の指⽰により業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

った時間。 
②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい

ない状態で待機等している時間
参加することが業務上義務
ていた時間 

・労働時間の適正な把握を⾏う為に講ずべき措置
使用者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻の確認を⾏い、記録
記録する⽅法としては以下①又は②の⽅法によることが必要です

自ら現認することにより確認
②タイムカード、ＩＣカード、ＰＣの使用時間の記録等の
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

⾏うこと。 
・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
・自己申告により把握した時間と入退場記録、

要に応じて実態調査を⾏い、所要の労働時間の補正を⾏うこと。
・自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる

正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合
には労働時間として扱うこと。

・労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じないこと
自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用
がなされることのないよう、特に留意が必要です。

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
らの調査、雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースが
で、出勤簿には始業・終業時刻の記載と残業時間等の

・賃⾦台帳の適正な調製 
使用者は賃⾦台帳を作成し労働者ごとに
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により
⾦に処されることがあります。

・労働時間の記録に関する書類の保存
使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

準法に基づき、3 年間保存しないといけません。

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
働時間管理上の問題点を把握し、その解消を図ることが必要です。

-co.jp  E-mail

労働時間を適正に把握していますか
月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準

監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明
しており、⻑時間労働や賃⾦未払いの問題が⽣じています。

・使用者には、労働時間を適正に把握する責務があります。
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい
ない状態で待機等している時間（いわゆる「⼿待時間」）
参加することが業務上義務付けられている

・労働時間の適正な把握を⾏う為に講ずべき措置
労働日ごとの始業・終業時刻の確認を⾏い、記録

記録する⽅法としては以下①又は②の⽅法によることが必要です
自ら現認することにより確認

②タイムカード、ＩＣカード、ＰＣの使用時間の記録等の
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
・自己申告により把握した時間と入退場記録、

要に応じて実態調査を⾏い、所要の労働時間の補正を⾏うこと。
・自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる

正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合
には労働時間として扱うこと。 

・労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じないこと
自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用
がなされることのないよう、特に留意が必要です。

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースが

で、出勤簿には始業・終業時刻の記載と残業時間等の

使用者は賃⾦台帳を作成し労働者ごとに
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により
⾦に処されることがあります。 

・労働時間の記録に関する書類の保存 
使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

しないといけません。

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
働時間管理上の問題点を把握し、その解消を図ることが必要です。

mail：sato@sato

労働時間を適正に把握していますか
月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準

監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明
しており、⻑時間労働や賃⾦未払いの問題が⽣じています。

・使用者には、労働時間を適正に把握する責務があります。
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい
（いわゆる「⼿待時間」）

付けられている研修、教育訓練の受講や使用者の指⽰により業務に必要な学習等を⾏っ

・労働時間の適正な把握を⾏う為に講ずべき措置 
労働日ごとの始業・終業時刻の確認を⾏い、記録

記録する⽅法としては以下①又は②の⽅法によることが必要です
自ら現認することにより確認し、適正に記録すること。

②タイムカード、ＩＣカード、ＰＣの使用時間の記録等の
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
・自己申告により把握した時間と入退場記録、PC

要に応じて実態調査を⾏い、所要の労働時間の補正を⾏うこと。
・自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる

正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合

・労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じないこと
自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用
がなされることのないよう、特に留意が必要です。

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースが

で、出勤簿には始業・終業時刻の記載と残業時間等の

使用者は賃⾦台帳を作成し労働者ごとに労働日数、労働時間数、時間外・休日・深夜の各労働時間数
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により

 
使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

しないといけません。 

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
働時間管理上の問題点を把握し、その解消を図ることが必要です。
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労働時間を適正に把握していますか
月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準

監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明
しており、⻑時間労働や賃⾦未払いの問題が⽣じています。 

・使用者には、労働時間を適正に把握する責務があります。  
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい
（いわゆる「⼿待時間」） 

研修、教育訓練の受講や使用者の指⽰により業務に必要な学習等を⾏っ

 
労働日ごとの始業・終業時刻の確認を⾏い、記録

記録する⽅法としては以下①又は②の⽅法によることが必要です
し、適正に記録すること。

②タイムカード、ＩＣカード、ＰＣの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として確認
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
PC の使用時間等から把握した在社時間と著しい乖離がある場合、必

要に応じて実態調査を⾏い、所要の労働時間の補正を⾏うこと。
・自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる時間についてその理由等を労働者に報告させる場合、その報告が適

正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合

・労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じないこと 
自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用
がなされることのないよう、特に留意が必要です。 

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースが

で、出勤簿には始業・終業時刻の記載と残業時間等の記載が必要です。

労働日数、労働時間数、時間外・休日・深夜の各労働時間数
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により

使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基
 

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
働時間管理上の問題点を把握し、その解消を図ることが必要です。
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月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準

監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明

 
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい
 

研修、教育訓練の受講や使用者の指⽰により業務に必要な学習等を⾏っ

労働日ごとの始業・終業時刻の確認を⾏い、記録する必要があります。
記録する⽅法としては以下①又は②の⽅法によることが必要です 

し、適正に記録すること。 
客観的な記録を基礎として確認

※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
の使用時間等から把握した在社時間と著しい乖離がある場合、必

要に応じて実態調査を⾏い、所要の労働時間の補正を⾏うこと。 
時間についてその理由等を労働者に報告させる場合、その報告が適

正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合

自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースが

記載が必要です。

労働日数、労働時間数、時間外・休日・深夜の各労働時間数
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により

使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
働時間管理上の問題点を把握し、その解消を図ることが必要です。 
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月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準

監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい

研修、教育訓練の受講や使用者の指⽰により業務に必要な学習等を⾏っ

する必要があります。

客観的な記録を基礎として確認
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと
の使用時間等から把握した在社時間と著しい乖離がある場合、必

時間についてその理由等を労働者に報告させる場合、その報告が適
正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合

自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースが

記載が必要です。 

労働日数、労働時間数、時間外・休日・深夜の各労働時間数
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により

使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労

 
月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準

監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい

研修、教育訓練の受講や使用者の指⽰により業務に必要な学習等を⾏っ

する必要があります。 

客観的な記録を基礎として確認し、適正に記録する
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

・労働時間の管理者に対して自己申告制の適正に運用すること等について⼗分な説明を⾏うこと 
の使用時間等から把握した在社時間と著しい乖離がある場合、必

時間についてその理由等を労働者に報告させる場合、その報告が適
正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合

自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースが

労働日数、労働時間数、時間外・休日・深夜の各労働時間数
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により

使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労

月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準
監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい

研修、教育訓練の受講や使用者の指⽰により業務に必要な学習等を⾏っ

し、適正に記録する
※やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合は以下のような措置を講ずることが必要です。 
・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

 
の使用時間等から把握した在社時間と著しい乖離がある場合、必

時間についてその理由等を労働者に報告させる場合、その報告が適
正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合

自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
雇用保険や社会保険等の⼿続きや助成⾦申請の際には出勤簿の提出を求められますケースがありますの

労働日数、労働時間数、時間外・休日・深夜の各労働時間数といった事項を
適正に記載しないといけません。賃⾦台帳にこれらの事項を記載していない場合は労働基準法により 30 万以下の罰

使用者は労働者名簿、賃⾦台帳だけでなく、タイムカードや出勤簿等労働時間の記録に関する書類については労働基

・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
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月に厚労省は労働時間の適正な把握のための使用者向けガイドラインを策定しました。しかし、労働基準
監督署による事業所への⽴入調査の結果では、労働時間の適正な把握が出来ていない事業所が存在していることが判明

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明⽰又は黙⽰の指⽰により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たります。ガイドラインでは以下の⾏為を⾏った時間も労働時間とみなされます。 

業務に必要な準備⾏為（制服への着替え等）や業務終了後の後始末（清掃等）を事業所内で⾏

②使用者の指⽰があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されてい

研修、教育訓練の受講や使用者の指⽰により業務に必要な学習等を⾏っ

し、適正に記録すること。 

・対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を⾏うこと等について⼗分な説明を

の使用時間等から把握した在社時間と著しい乖離がある場合、必

時間についてその理由等を労働者に報告させる場合、その報告が適
正に⾏われているかについて確認するとともに、その時間が使用者の指揮命令下に置かれていると認められる場合

自己申告制で労働時間を把握する場合は労働者に対し実際よりも過少に労働時間等を申告させる等不適正な運用

※出勤簿に出勤した日に○や労働者のサイン等がしてあるだけですと、実際の労働時間の把握は出来ません。役所か
ありますの
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・事業場において労務管理を⾏う部署の責任者は、その事業場内における労働時間の適正化に関する事項を整理し、労
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サトーからのお願い
 

内定通知を出したら労働契約は成⽴するの？
 

 
社会保険労務士法人サトー

 
社会保険労務士法人サトー

昨年より、働き⽅改⾰の取組みの
おり、
上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
ります。ご不便をおかけすること
担当者よりご連絡

 
人事労務ニュース
 
副業・兼業の労災に関する議論を開始
厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた
た就業先でしか
して労災認定する制度についても議論する。

S NEWS LETTER

 http://www.sato
 

サトーからのお願い

内定通知を出したら労働契約は成⽴するの？

社会保険労務士法人サトー
 広島県広島市中区大手町

社会保険労務士法人サトー

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。
ただし、以下のケースの場合には内定を取消すことはできます。
◆内定取消事由が

事由が発⽣した場合
◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし

て
（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合

 健康状態の悪化により、働くことが困
 履歴書等の提出書類に重大な経歴詐称等が発⽣した場合
◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要

件がすべて満たされていることが必要です。
 ①人員整理の必要があること。

②解雇回避の為最大限の努⼒を⾏ったこと
 ③対象者の選定が合理的に⾏われていること。

④⼿続きが妥当であること。
採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎
重に判断することが必要です。

昨年より、働き⽅改⾰の取組みの
おり、外線を留守番電話に設定いたしております。お客様の
上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
ります。ご不便をおかけすること
担当者よりご連絡差し上げます

人事労務ニュース

副業・兼業の労災に関する議論を開始
厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた
た就業先でしか補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算
して労災認定する制度についても議論する。
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内定通知を出したら労働契約は成⽴するの？
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広島県広島市中区大手町
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【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。
ただし、以下のケースの場合には内定を取消すことはできます。
◆内定取消事由が

事由が発⽣した場合
◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし

て客観的に合理的と認められ社会通念上相当
（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合

健康状態の悪化により、働くことが困
履歴書等の提出書類に重大な経歴詐称等が発⽣した場合

◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要
件がすべて満たされていることが必要です。
①人員整理の必要があること。
②解雇回避の為最大限の努⼒を⾏ったこと
③対象者の選定が合理的に⾏われていること。
④⼿続きが妥当であること。

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎
重に判断することが必要です。

昨年より、働き⽅改⾰の取組みの
外線を留守番電話に設定いたしております。お客様の

上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
ります。ご不便をおかけすること

差し上げます。引

〈

人事労務ニュース 

副業・兼業の労災に関する議論を開始
厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた

補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算
して労災認定する制度についても議論する。

-co.jp  E-mail

 

昼時間の電話対応

内定通知を出したら労働契約は成⽴するの？

 広島事務所
広島県広島市中区大手町 1-6-

 
 東京事務所

 

従業員の採用は多くの企業で実施されており、新卒採用のように即採
用せずに「内定」を出す企業もあります。
万が⼀、内定を出した後に求職者との面談等により内定取り消しをしたい
と企業が考えた場合、企業はその求職者に対し内定を取り消すことはでき
るのでしょうか。

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。
ただし、以下のケースの場合には内定を取消すことはできます。
◆内定取消事由が内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

事由が発⽣した場合 
◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし

客観的に合理的と認められ社会通念上相当
（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合

健康状態の悪化により、働くことが困
履歴書等の提出書類に重大な経歴詐称等が発⽣した場合

◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要
件がすべて満たされていることが必要です。
①人員整理の必要があること。
②解雇回避の為最大限の努⼒を⾏ったこと
③対象者の選定が合理的に⾏われていること。
④⼿続きが妥当であること。

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎
重に判断することが必要です。

昨年より、働き⽅改⾰の取組みの 1 つとして、弊社
外線を留守番電話に設定いたしております。お客様の

上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
ります。ご不便をおかけすることと存じますが

。引き続きご理解賜ります

〈内定通知を出したら労働契約は成⽴する？

 

副業・兼業の労災に関する議論を開始（6 月
厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた

補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算
して労災認定する制度についても議論する。 

mail：sato@sato

 

電話対応について）

内定通知を出したら労働契約は成⽴するの？ 

広島事務所 
-2 MDX 広島ビル５階

東京事務所 

従業員の採用は多くの企業で実施されており、新卒採用のように即採
用せずに「内定」を出す企業もあります。
万が⼀、内定を出した後に求職者との面談等により内定取り消しをしたい
と企業が考えた場合、企業はその求職者に対し内定を取り消すことはでき
るのでしょうか。 

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。
ただし、以下のケースの場合には内定を取消すことはできます。

内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし
客観的に合理的と認められ社会通念上相当

（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合
健康状態の悪化により、働くことが困
履歴書等の提出書類に重大な経歴詐称等が発⽣した場合

◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要
件がすべて満たされていることが必要です。
①人員整理の必要があること。 
②解雇回避の為最大限の努⼒を⾏ったこと
③対象者の選定が合理的に⾏われていること。
④⼿続きが妥当であること。 

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎
重に判断することが必要です。 

つとして、弊社では昼の
外線を留守番電話に設定いたしております。お客様の

上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
と存じますが、ご用件を留守番電話に残していただければ

続きご理解賜ります

内定通知を出したら労働契約は成⽴する？

月 23 日） 
厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた

補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算
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について） 

広島ビル５階 

 

従業員の採用は多くの企業で実施されており、新卒採用のように即採
用せずに「内定」を出す企業もあります。
万が⼀、内定を出した後に求職者との面談等により内定取り消しをしたい
と企業が考えた場合、企業はその求職者に対し内定を取り消すことはでき

 

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。
ただし、以下のケースの場合には内定を取消すことはできます。

内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし
客観的に合理的と認められ社会通念上相当として是認することができる場合

（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合
健康状態の悪化により、働くことが困難になった場合
履歴書等の提出書類に重大な経歴詐称等が発⽣した場合

◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要
件がすべて満たされていることが必要です。 

②解雇回避の為最大限の努⼒を⾏ったこと 
③対象者の選定が合理的に⾏われていること。

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎

では昼の休憩時間（
外線を留守番電話に設定いたしております。お客様のみなさまには御理解を

上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
、ご用件を留守番電話に残していただければ

続きご理解賜りますようお願い申し上げます

内定通知を出したら労働契約は成⽴する？

 
厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた

補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算

  

 
月〜⾦ 9：
電話：082
中区大⼿町 
月〜⾦ 9：
電話：03（
中区大⼿町

従業員の採用は多くの企業で実施されており、新卒採用のように即採
用せずに「内定」を出す企業もあります。
万が⼀、内定を出した後に求職者との面談等により内定取り消しをしたい
と企業が考えた場合、企業はその求職者に対し内定を取り消すことはでき

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。
ただし、以下のケースの場合には内定を取消すことはできます。

内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし
として是認することができる場合

（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合
難になった場合 

履歴書等の提出書類に重大な経歴詐称等が発⽣した場合
◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要

 

③対象者の選定が合理的に⾏われていること。 

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎

（12：00〜13：
には御理解をいただき

上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
、ご用件を留守番電話に残していただければ

申し上げます。

内定通知を出したら労働契約は成⽴する？

厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた
補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算

 

：00〜18:00
82（546）2080

中区大⼿町 1-6-2 MDX
：00〜18:00

（5829）8982
中区大⼿町 1-6-2 MDX

従業員の採用は多くの企業で実施されており、新卒採用のように即採
用せずに「内定」を出す企業もあります。 
万が⼀、内定を出した後に求職者との面談等により内定取り消しをしたい
と企業が考えた場合、企業はその求職者に対し内定を取り消すことはでき

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。
ただし、以下のケースの場合には内定を取消すことはできます。 

内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし
として是認することができる場合

（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合

履歴書等の提出書類に重大な経歴詐称等が発⽣した場合 
◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎

：00）を⼀⻫に取得して
いただき改めて

上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお
、ご用件を留守番電話に残していただければ 13：00

。 

内定通知を出したら労働契約は成⽴する？

厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた
補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算

18:00（12：00〜
2080 FAX：082

2 MDX 広島ビル５階
18:00（12：00〜

8982 FAX：03
2 MDX 広島ビル５階

従業員の採用は多くの企業で実施されており、新卒採用のように即採

万が⼀、内定を出した後に求職者との面談等により内定取り消しをしたい
と企業が考えた場合、企業はその求職者に対し内定を取り消すことはでき

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】
企業が求職者の内定を取消そうとしても簡単に内定を取消すことは出来ません。 

内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし
として是認することができる場合

（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合

◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎

）を⼀⻫に取得して 
改めてお礼を申し 

上げます。お陰様でしっかりと休憩を取りメリハリをもって業務、お客様サービスにあたらせていただいてお 
00 以降、 

内定通知を出したら労働契約は成⽴する？〉 

厚⽣労働省の労働政策審議会の部会は、副業や兼業をする⼈の労災保険のあり⽅について議論を始めた。現⾏制度では、負傷し
補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算

〜13：00 を除く）
082（546）

広島ビル５階 
〜13：00 を除く）
03（5829）

広島ビル５階 

従業員の採用は多くの企業で実施されており、新卒採用のように即採

万が⼀、内定を出した後に求職者との面談等により内定取り消しをしたい
と企業が考えた場合、企業はその求職者に対し内定を取り消すことはでき

【内定通知を出した際、他に⼿続きの予定がなければ内定通知により労働契約が成⽴します】 

内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし
として是認することができる場合 

（例）予定通りに卒業できなかったなど、契約や資格条件を満たすことができなくなった場合 

◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎

 
 
 

現⾏制度では、負傷し
補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算
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内定通知を出した当時知ることが出来ず、知ることが期待できないような

◆この事由を理由として内定を取消すことが解約権留保の趣旨、目的に照らして、解雇とし

 

◆企業の経営悪化による内定取り消しの場合は整理解雇の場合に準じて判断され、以下の要

採用する意向を伝える際は、通知を受けた人が採用をどの程度期待するかという観点から慎

現⾏制度では、負傷し
補償されないが、本業と副業の賃⾦について給付することを検討する。今後、本業と副業の時間外労働時間を合算

 


